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ふるさと納税と
バラマキとの違い

　1988年から1989年の竹下内

閣の際に、政府がふるさと創生事

業として各自治体に1億円を配っ

たことがあった。1億円相当の金塊

を購入して話題となった自治体も

あったが、実際のところ1億円では

なかなか有効な創生策は打てな

い。翌年以降も見込める継続的な

収入ではないこと、そして1億円と

いう金額は消費者目線では大金

であるが行政が何か地域活性化

に結び付けようとすれば中途半端

である。また、何かに有効活用しよ

うにも地域内での平等性、公平性

という議論が足を引っ張る。

　一方のふるさと納税の場合、

お礼の品として特産品を提供す

れば、寄付金の約半分は特産品

の購入金額として使われるため、

自治体に入る真水としてのお金

は半減することになる。また、寄

付という清潔な行為を特産品で

「釣る」ことに対しての批判も少

なからず存在する。しかし、地元

の特産品の購入に寄付金が回

れば、それは確実な地域振興と

なる。地元の農家や企業の売り

上げは上昇し、新たな雇用も生

み出す。場合によっては新規投

資につながることすらありうる。一

概には比較できないものの、単発

のハコものの購入よりも地域経

済への波及効果はありえるだろ

う。実際、筆者が平成26年度の

北海道上士幌町（ふるさと納税

による調達額は10億円弱で全

国3位）のデータをもとに推計し

た同地域への経済波及効果は

約12.2億円、域内GDPを約6.6

億円押し上げ、雇用者誘発人数

は82人と試算された。加えて、ふ

るさと納税をきっかけとした観光

客増も存在すると予測されるが、

その観光消費額は約1,800万円

と試算した（上士幌町の人口は

5,000人弱）。

　ここで重要なのは雇用者誘発

人数である。上士幌町のふるさと

納税のお礼の品は、十勝ナイタイ

和牛というブランド和牛やジェラート

などである。実際、肉の加工現場

では新規雇用が生まれている。し

かし、実際にヒアリングしてみると、

このふるさと納税の制度が恒久的

なものかどうか分からないため、大

規模な雇用の増加や新規設備投

資にはなかなか踏み切れないとい

う現場の声もあった。そうだとして

も、地域経済の活性化に重要なこ

とは雇用を生み出すことであり、そ

れに効力を有する振興策はなか

なか存在しない中、このふるさと納

税の効果は大きい。

選ばれる自治体、
特産品には理由がある

　平成26年度に最も多くのふる

さと納税を集めた自治体は、長崎

県平戸市でありその金額は15億

円弱である。平戸市の1番の特徴

は、ふるさと納税の返礼品をカタロ

グ化しており、ポイント制を導入し

たことである。実態としてはほぼ通

販に近い。仕組みとしては以下の

通りである。まず、ふるさと納税者

は納税金額に応じて平戸市から

お礼としてポイントを付与される。

納税者は、各自が保有するポイン

トの範囲でカタログ内にある返礼

品を選ぶ。

　納税者にとってポイント制のメ

リットは、納税タイミングと返礼品を

選ぶタイミングを切り分けることが

できることである。通常は、ふるさと

納税を納めるときに返礼品も選ば

なくてはならない。しかし、返礼品

の種類が多い場合など、納税者

側がじっくりと時間をかけて選び

たいという状況もある。また、平戸

市のポイントはいわゆる永久不滅

ポイントであり有効期限はない。し

たがって、翌年度以降に持ち越す

ことも可能である。

　また平戸市の返礼品は、受け

取るタイミングを指定することもで

きる。そして、贈答品扱いとするこ

とも可能である。取り組みに対し

ては、返礼品を通販化しており

ふるさと納税の趣旨に反するとい

う批判的な意見も存在する。しか

し、現地での様子を調査すると、

平戸市の取り組みは地方再生に

つながる大きなヒントがある、と考

えられる。
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　今年度も引き続きふるさと納税

が人気となっている。ふるさと納税

は、納税者が自分の居住地以外

の自治体に対して寄付を行う制

度であるが、寄付金額から2,000

円を差し引いた金額が住民税や

所得税の減額という形でキャッ

シュバックされるため、実質的な自

己負担額は2,000円で済む。それ

に対して、ふるさと納税を受け入

れる自治体が、納税者へ「お礼の

品」と称して地元の特産品を贈る

ことが多くなってきている。1万円

以上のふるさと納税に対して、そ

のおよそ半額相当の特産品（送

料込）を送るというのが一般的で

ある（図表1）。去年から各種メディ

アでは、特産品のお得度合いの

高さやユニークなものを紹介して

いる。

　地方交付税と人口の減少に

悩む自治体にとっては、地域活

性化に手を打とうとしてもそこに

回せる予算がない。一般会計の

歳入は、毎年のお決まりの歳出を

カバーするので手一杯で余るお

金はない。そこに突如登場したこ

のふるさと納税は、自治体が裁量

的に使える真水としてのお金であ

る。これを獲得して地域振興に

生かしたいと考える自治体が続出

しても不思議ではない。地域創

生を掲げる安倍内閣にしても、そ

の掛け声とは裏腹に有効な地域

創生策がなかなか見つからない

中、このふるさと納税はほぼ唯一

堂々と地方に胸を張れる効果を

上げているということで、今年度

から寄付金額の上限を倍増し、

手続きも簡素化するなど制度普

及の後押しに余念がない。また、

企業版のふるさと納税の導入も

検討中とのことで、ふるさと納税

ブームはしばらく続きそうだ。そこ

で今回は、このふるさと納税の地

域への効果と課題について考察

する。

ふるさと納税が生み出す
地域への効果と課題

神戸大学大学院経営学研究科
准教授

保田 隆明

図表1

個人
1万円寄付

自治体

5,000円

地元農家

5,000円相当の
お礼の品（特産品）

国
居住自治体

所得税
住民税の
還付・控除
（8,000円）
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きる特産品の量には上限があるた

め、青天井にふるさと納税の金額

を追い求めることはできない、それ

よりも全国から平戸市への特産

品にニーズがあるうちに、商品力を

圧倒的に強化して今後も継続し

て選ばれる存在に高めていく必

要があるとの答えが返ってきた。こ

れがまさに各自治体で追い求める

姿であろう。

　つまり、ふるさと納税では、今は

その返礼品の豪華さやユニーク

さの競争が取り上げられている

が、一番重要なことは、そのお金

の使い道である。将来その自治

体の収益源となるようなものへの

戦略的な投資ができるかどうかで

ある。決してハコものを作っておし

まいにしてはいけないのであり、

今後継続的に雇用を生む、外貨

を稼ぐことにつながる「投資」に

振り向けるべきである。そこまで意

識が回っている自治体は、まだほ

とんど見受けられない。地域に地

場産業があれば商品力向上に

つながるようなお金の使い道、地

場産業が乏しければ事業所の誘

致に対する補助金、学生を獲得

するための奨学金、移住者への

補助金など、さまざま考えられる。

もっとも、こういう使い道の場合、

地域住民での平等性や公平性

は担保されない。むしろ平等性や

公平性を気にしていると、うまく地

域創生に結び付けていくことはで

きない。

　ふるさと納税については、各自

治体の議会も最近は積極的に

議論している。ふるさと納税に消

極的な自治体では、なぜうちの自

治体ではふるさと納税の金額が

少ないのだという突き上げを食ら

い、積極的な自治体では集めた

お金の果実を地域住民が実感す

ることができていないという批判

を浴びる。後者が特に慎重に対

応すべき点である。それは、地域

住民の目先のニーズと将来投資

は相反することがよくあるからだ。

首長が中長期的視点で、強力な

リーダーシップのもと、このふるさと

納税の使い道について決定して

いく必要がある。幸いなことに、多

くの自治体では、ふるさと納税の

使い道の大半は首長にゆだねら

れている。

今後求められること：
ふるさと納税の
広域連携

　ふるさと納税で成功している自

治体もうまく行っていない自治体

も口を揃えて言うのは、返礼品と

して提供する特産品が品目数的

にも量的にも足りないということ

だ。これについては自治体間での

広域連携が今後必要となろう。特

に、ふるさと納税を納める人の多く

が、次のステップとしてそれら自治

体との交流や訪問を求めているこ

とがアンケートなどで分かってきて

いる。実際に訪問してもらうのであ

れば、一つの自治体だけで取り組

むのではなく、近隣の自治体と連

携して回遊してもらう方が訪問者

にとっての満足度も高いだろうし、

地域への経済効果も大きいであろ

う。この点、ふるさと納税への取り

組み姿勢が自治体間で濃淡バラ

バラな状況なのが気になる。特に

首都圏の近隣の地域の場合は、

首都圏からの日帰り訪問も可能で

あることから、ふるさと納税をきっか

けとした訪問者、交流人口の増加

は十分に望めるものであり、戦略

的なふるさと納税の活用が今後ま

すます重要となろう。
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ふるさと納税は
地場産業の強化に
つながる

　平戸市へのヒアリングによると、

ふるさと納税は雇用創出はもちろ

んのこと、新規投資の誘発にもつ

ながっていると同時に、商品改良

に大いに貢献しているとのことで

ある。どういうことかと言うと、ふるさ

と納税の納税者の約半数は一都

三県の首都圏在住者である。首

都圏の消費者は一般的に目の肥

えた消費者ということになるが、ふ

るさと納税の場合は、所得が高い

人ほどより多くのふるさと納税をし

うるという構図になっているので、

より目の肥えた消費者ということに

なる。そういう人たちに満足してもら

い、リピーターになってもらうために

は、味がおいしいのは当然のこと、

商品パッケージの洗練度合い、商

品説明の分かりやすさ、梱包の仕

方など、どれもハイレベルが求めら

れる。それに応えようとすれば自

ずとそれら特産品の商品力は上

がっていく。ふるさと納税の「返礼

品」だから許されるクオリティから、

通販でも見劣りしないクオリティに

変わっていくわけだ。そうすると、も

しもふるさと納税の制度が打ち切

られたとしても、次は通販でどう勝

負していくかにギアを切り替えれば

よい。平戸市では、最近は生産者

から、「商品改良をしたのでぜひふ

るさと納税の返礼品に取り扱って

欲しい」という売り込みが出てきて

いるとのこと。こういう現場の意識

改革はバラマキでは難しい。消費

者に直接選ばれるふるさと納税と

いう制度こそなしえるものである。

　なお、平戸市は、佐川急便とふ

るさと納税に関する包括提携を

行っており、ふるさと納税の返礼

品の発送に使われるダンボールを

共同で作っている。段ボールには、

平戸市そして佐川急便の両方の

イラストやロゴが入っているが、どこ

にもふるさと納税とは書かれてい

ない。贈答品として受け取った人

が、ガッカリしないように、そして、平

戸市のブランディング戦略のためと

いうことだ。また、平戸市の担当者

の話によると、あえて佐川急便のロ

ゴをダンボールに入れておいたの

は、佐川の配送者が届ける時に、

自社のロゴの入ったダンボールで

あれば、より気をつけて商品を運

んでくるのではないかと思ったから

ということであり、こういう細部への

気配りも学ぶことが多い。

ふるさと納税の使途を
議会にはかっては
いけない
首長一任で行くべき

　このように考えると、各自治体は

ふるさと納税という制度がある間

に、ふるさと納税で獲得するお金

と消費者からの返礼品へのニー

ズをもとにして、地場産業の強化

に努める必要があることが分か

る。バラマキではそれは成し得な

いのだから、地場産業を強化する

最後のチャンスと思って取り組む

べきであろう。実際、平戸市の職

員にヒアリングすると、市が提供で
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